予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：商業振興費
	事業名　特定原産地証明業務専門員設置事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　商工政策課　団体支援係　電話番号：058-272-1111（内3087）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　：c11351@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　7,000千円（前年度予算額： 3,000千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000

	要求額
	7,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　グローバル経済が進展する中で、世界では国もしくは地域同士で「関税」「サービス業を行う際の規制」「投資を行う際の規制」「出入国の制限」等を緩和する協定（経済連携協定「ＥＰＡ」）を締結することにより経済関係の強化が図られている。

このことは、海外展開により販路開拓を目指す事業者にとって絶好の好機と捉えられている。
　　この「ＥＰＡ」により定められた特恵関税の適用を受けるためには、協定ごとに締結された原産地規則に合致していることを証明する日本商工会議所が発行する特定原産地証明が必要となる。

しかしながら県内事業者は、県内商工会議所でこの証明を発行する体制が整えられていないことから県外に所在する商工会議所に申請する必要がある。

よって、県内事業者の利便性向上を図り、海外展開の推進に寄与することを目的に、岐阜商工会議所に対して、特定原産地証明発給業務の支援を行う。
（２）事業内容
岐阜商工会議所において特定原産地証明発給を行うために、業務に要する経費及び人材育成等に要する経費について補助する。
（３）県負担・補助率の考え方

日本は、世界１５の国・地域と経済連携協定を締結しており、今後も締結国の増加が見込まれる中で、県内事業者にとっても協定締結国との取引の増大が見込まれる。

　　　取引を行う県内事業者の利便性向上を図り、海外展開を推進するため、県内商工会議所での特定原産地証明発給業務が行われるよう、発給機関の設置、業務安定化するまでの期間に要する初期導入コストを負担することは妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	7,000
	事業費補助
　商工会議所  　　 　　　　　　　　　　　　　 7,000千円

（合　　計）　　　　　　　　　　　　  　　　7,000千円

	合計
	7,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

「成長雇用戦略」の[３]海外展開・販路拡大支援プロジェクト（１）中小企業の海外チャレンジ支援と関連する。
（２）国・他県の状況
・事務所設置状況　全国１９都道府県２５か所

　※各地域の商工会議所内に設置

※中部地区（静岡３、愛知３、三重１、福井１、富山１、石川１）

（３）後年度の財政負担
　　・当事業については、業務体制の状況をみて、平成３２年度に再検討する。
（４）事業主体及びその妥当性
　　・ＥＰＡ関係国の輸出状況調査によると、岐阜・西濃・中濃圏域の企業が、県内の総輸出企業数の約７０％を占めるため、上記３圏域からの利便性を考慮し、岐阜商工会議所を事業実施団体とした。
（５）特定原産地証明について
・ＥＰＡに基づく特恵関税率の適用を受けるため、第三者（日本商工会議所）によりＥＰＡの原産地規則に基づく原産地証明を行う。

	商工会議所は原産地証明発行機関となっているが、これは貨物の原産地を証明するためのもので、関税法施行令等に定められた基準により判定され、本案件のＥＰＡに基づく特定原産地証明とは異なるものである。


　　　
　　
・ＥＰＡ締結国・地域数　１５
県単独補助金事業評価調書
	□新規要求事業

	■継続要求事業


	補助事業名
	特定原産地証明業務専門員設置事業費補助金

	補助事業者（団体）
	岐阜商工会議所

（理由）
ＥＰＡ関係国の輸出状況調査によると、岐阜・西濃・中濃圏域の企業が、県内の総輸出企業数の約７０％を占めるため、上記３圏域からの利便性を考慮し、岐阜商工会議所を事業実施団体とした。

	補助事業の概要
	（目的）

日本は、世界１５の国・地域と経済連携協定を締結しており、今後も締結国の増加が見込まれる中で、県内事業者にとっても協定締結国との取引の増大が見込まれる中、県内事業者の利便性向上を図り、海外展開を推進するため、県内商工会議所での特定原産地証明発給業務が行われるよう要求するもの。

（内容）

岐阜商工会議所において特定原産地証明発給を行うために、業務に要する経費等について補助する。

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（理由）
特定原産地証明の判定・発給に従事する職員は、経済産業省の認可が必要となり、常勤であること、国が行う証明発給という公務に従事するにふさわしい者であること、貿易証明等の業務に２年以上の従事経験が必要となる等、厳しい要件が必要とされているため。

	補助効果
	補助により、特定原産地証明が県内で発給されることになり、県内事業者の利便性が向上し、事業者の海外展開の推進に寄与する。

	終期の設定
	終期　平成３２年度
（理由）
　当事業については、業務体制の状況を見て、最終年度に再検討する。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

県内輸出事業者の利便性を図り、事業者の海外展開の推進に寄与するため特定原産地発給機関を設置し、その業務の安定化を目標とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H**年度末)
	目標

(H31年度末)
	目標

(終期)

	1 特定原産地証明発給件数
	－
	200
	300

	
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	H31年度

（要求）

	補助金交付実績
	―
	―
	―
	3,000千円
	(要求額)

7,000千円

	指標①目標
	－
	－
	－
	－
	200件

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	－％
	－％
	－％
	(推計値)
－％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	県内に特定原産地証明発給業務を行っている商工会議所が存在しないことから、県内事業者は特定原産地証明発行のために県外の商工会議所に申請しているのが現状である。

海外展開を推進する県としては、県内事業者の利便性の向上を図り、事業者の海外展開を後押しする必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

	　


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）




